

白石区複合庁舎隣接地への民間機能導入に係る公募プロポーザル　
応募申込書

　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【応募者（代表事業者）】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　　　称）
（登記簿上の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所　　　在）
（役職名・代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
※　印は１部のみ実印を押印すること。残り９部は印影を含んだ複写で可。
　　　　　　
※　次ページ以降の様式については、記載項目、順番等を示したものであり、記載スペースを制限するものではない（ただし、枚数の指定等があるものは除く）。

構　成　員　票
※　共同事業者で提出する場合のみ、代表事業者を除く構成員すべてを以下に記載すること。
	名称・社名
	住　　　　所
	代表者の役職名・氏名

	
	
	㊞　

	
	
	㊞　

	
	
	㊞　

	
	
	㊞　


	
	
	㊞　


事業概要総括書
	



※１　様式９「事業計画書」の概要をＡ３横サイズ１枚以内にまとめること。また、上記の記載項目は様式９の項目に沿った例示である。
※２　本様式は、公募委員会による審査（第二次審査：ヒアリング）における基礎資料となる可能性があることに留意して作成すること。
※３　企業名は原則として様式６及び７のみの記載とし、様式８～１０においては「Ⅰ　基本事項」を除き記載しないこと（「Ⅲ　提案事項②【導入機能】」の２「具体的な事業内容」におけるテナント名についてはこの限りでない）。
事業計画書
	Ⅰ　基本事項




	Ⅱ　提案事項①【資金・収支計画等】





	



	



	Ⅲ　提案事項②【導入機能】



	Ⅳ　提案事項③【建築計画】



	


	Ⅴ　提案事項④【駐車場施設整備計画】


【様式６】





・以下の書式イメージに基づき、個別に指示のある場合を


除きＡ３版で提出のこと。


・受付番号は応募予定登録時の番号である。





受付番号





担当者（※　市からの問合せ窓口）�
�
所属・役職�
�
�
氏名�
�
�
住所�
�
�
電話�
�
�






【様式７】





【様式８】








Ⅰ　基本事項の概要


１　前提条件


　２　事業コンセプト、基本方針


　３　事業取組体制


　４　類似経験





Ⅱ　資金・収支計画等の概要


　１　資金計画


　２　収支計画


　３　運営及び維持管理体制





Ⅲ　導入機能の概要


　１　地域、区民及びまちづくりとの関係


　２　具体的な事業内容








Ⅳ　建築計画の概要


　１　概要等


　２　条件に対する対応








Ⅴ　駐車場施設整備計画


　１　駐車場施設


　２　その他











【様式９】





２　事業コンセプト、基本方針


※　本提案に係るコンセプトや基本方針について記載すること。


※　コンセプトは事業の目的、ターゲット、導入機能等の概要について、模式図等を用いてわかりやすく記載すること。




















３　事業取組体制


※　事業取組体制については、代表事業者の役割、事業主体、建設会社、建物所有者等について模式図等を用いてわかりやすく記載するとともに、実現性について出資体制等を含め記載すること。


また、事業のために新会社を組織する等の場合には、新会社を主体として事業を行う仕組みや裏付けなどを詳しく記載すること。




















４　類似経験


※　同種の事業を行ったことがある場合、その内容について記載すること。











１　前提条件


⑴　事業用地の分析


※　事業用地の地域性、立地環境、周辺環境等の分析内容を記載するとともに、事業計画の背景となった要因を概説すること。



































　⑵　事業の方向性


　　※　分析から導いた事業の方向性について記載すること。








【様式９】








⑵　資金調達計画書


項　目�
金　額�
備　考�
�
①　出資金


　※　出資者ごとに記入し、備考欄には各出資者が本事業において果たす役割を明確に記述すること。�
�
�
�
(出資者)�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
②　自己資金�
�
�
�
③　借入金・社債等


※　調達先毎に記入し、備考欄には償還年限、金利（変動固定の別含む）、償還方法等を記載すること。�
�
�
�
(借入先)�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
④　受入保証金・敷金等�
�
�
�
⑤　その他�
�
�
�
合　　計（ｂ）�
�
�
�
　※　出資、借入又は社債等により資金を調達する場合、融資見込証等根拠となる書類を添付すること。


　


【共通の注意事項】


・　事業費の合計（ａ）＝調達資金の合計（ｂ）となるように作成すること。


・　記入欄の過不足に応じて適宜追加及び削除して使用すること。


・　金額は百万円単位とし、百万円未満を四捨五入すること。


　





１　資金計画


⑴　事業費概算書


項　目�
金　額�
積算根拠等�
�
①　用地費�
�
�
�
�
土地賃借料（工事期間中）�
�
�
�
�
契約保証金�
�
�
�
�
その他費用（登記費等）�
�
�
�
②　建設費�
�
�
�
�
設計費�
�
�
�
�
監理費�
�
�
�
�
建築工事費�
�
�
�
�
電気設備工事費�
�
�
�
�
機械設備工事費�
�
�
�
�
外構工事費�
�
�
�
�
その他関連工事費�
�
�
�
�
什器・備品購入費�
�
�
�
�
工事関連事務費�
�
�
�
�
開業費�
�
�
�
�
その他費用（登記費等）�
�
�
�
③　消費税及び地方消費税�
�
�
�
④　その他の支出�
�
�
�
�
人件費�
�
�
�
�
公租公課（消費税及び


地方消費税を除く）�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
合　　計（ａ）�
�
�
�
※　「事業費概算書」には営業開始までの必要な資金額について計上し、「資金調達計画書」には当該資金の調達内訳を記載すること。


　








【様式９】








⑷　収支計画に係る補足説明


※　収支計画に係る全体的な考え方を記載すること。


※　賃貸事業の場合は賃貸収入の見込み、小売業等の場合は年間想定売上高及び利用者数の見込み及びその根拠について業種業態別に記載すること。


また、根拠の裏付けとして、可能な限り同程度の規模である施設の事例等を示すこと。


※　他の事業展開により、当事業での収支均衡を求めない戦略的な事業の場合は、法人全体の将来的な収支改善策等戦略の概要及び事業継続の見込みについて記載すること。


※　大規模修繕の目安が想定できている場合、時期、内容及び想定金額等について記載し、事業収支計画算出書（損益計算書）及び事業収支計画書（資金収支計画書）の該当項目に計上すること。


※　収支計画に係る各項目については全て算出根拠を記載すること（別紙の添付を可とする）。





２　収支計画


⑴　経営状況


　※　応募予定登録時提出の「法人の経営状況を説明する書類等」一式に基づき、現在の経営状況について収益力、財務体質及び業界事情等の観点から記載すること。




















⑵　事業収支計画書（損益計算書）


　※　「様式９－１－１」にて別に示す。


　　　なお、初年度分については「様式９－１－２　損益計算書内訳書」にて内訳及び算出根拠を明示すること。




















⑶　事業収支計画書（資金収支計算書）


　※　「様式９－２」にて別に示す。





　











【様式９】





⑸　賃借料及び賃貸料に係る提案


　※　下表に準ずる形式で提案し、根拠（類似事例、積算等）を記載すること。





項　目�
年　額�
月　額�
契約保証金�
�
①　土地賃借料�
�
�
�
�
②　公共駐車場賃貸料�
�
�
�
�
③　公用車駐車場賃貸料�
�
�
�
�
④　庁舎屋外倉庫等賃貸料�
�
�
�
�
　【注意事項】


　・　土地賃借料については、募集要項に示す「土地賃借料の最低額」を上回る金額を記載すること。


　・　消費税を含まない金額を記載すること。


　・　金額は月額及び年額（月額×12）の両方を記載すること。また、年額及び月額以外の提案を行う場合、その旨を明記の上、表中には月額及び年額換算の上で金額を記載すること。





　⑹　テナント誘致と賃料水準


　　※　テナント誘致の見込みと賃料水準の考え方について記載すること。





　⑺　事業継続に係るリスクマネジメント


　　ア　事業安定化のための方策


※　社会経済状況及び事業者の経営状況等により万一の事態に至った場合の対応策について記載すること。


　　イ　テナント撤退リスクへの対応


　　　※　テナントが撤退した場合の対処について記載すること。


　　ウ　リスク分担


　　　※　単独事業者での応募でない場合のみ、共同事業者とのリスク分担（一方が経営破たんした場合の対応策を含む）について記載すること。





３　運営及び維持管理体制


⑴　運営・維持管理体制


※　運営主体等の運営体制、維持管理主体等の維持管理体制、主たる事業者（代表企業）と構成員の役割分担と権利関係等について記載すること。











⑵　運営計画・維持管理計画


※　事業の全期間にわたって施設を適切に運営・維持管理するための計画の考え方を記載すること。











　⑶　防災・防犯


※　防災・防犯に対する取り組み等の考え方について記載すること。





【様式９】





１　地域、区民及びまちづくりとの関係（地域貢献、地域活性化等）


⑴　地域貢献


※　公共機能との相乗効果を見据えた地域に貢献できる機能や取組みについて記載すること。














　⑵　地域活性化


※　区民のコミュニティ活動の活性化や多様な交流の展開のために導入を考えている機能や取組みについて記載すること。














⑶　利用者の利便性を高める機能


※　長年にわたって継続的に事業運営が期待でき、利便性の向上に資する、区民の生活と関連性の高い機能について記載すること。














　⑷　まちづくりへの寄与


※　にぎわいの形成等まちづくりに寄与できる機能（特に南郷通沿道に係るにぎわい形成に寄与する機能）について記載すること。





２　具体的な事業内容


※　具体的かつ前記１の機能導入を実現できる提案を行うこと。





⑴　事業内容


※　事業形態、業種業態等の事業内容を、安定的かつ継続的に運営するための考え方とともに記載すること。


また、同一建物内に複数の用途が存在する枠組みの場合には、用途ごとに賃貸（各部分の一括賃貸・分割賃貸）、自営等の事業形態の別及び業種業態、規模（専有床面積）について記載すること。





機能（用途）�
事業形態�
業種業態�
規模(㎡)�
備　考�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
※　賃貸の場合はテナント、自営の場合は店等の名称が概ね定まっている場合は、備考欄にテナント名、店舗名等を記載すること。








　⑵　テナント構成


　　※　業種業態等に対応したテナント構成の考え方について記載すること。














　








【様式９】





１　建築計画①【概要、図面等】


　⑴　建築計画の概要（Ａ３横１枚程度）


※　民間施設及び駐車場施設に関する施設内容、規模、用途別階層別床面積表等について記載すること。なお、各施設の敷地面積、延床面積、建ぺい率、容積率、最高高さ、構造、階数、階数別用途別床面積（延床面積、容積対象床面積、専有床面積）等についてわかりやすく表にまとめて記載すること。


　　駐車場施設については、公共・民間等用途別に駐車台数を記載すること。


※　各施設に係るゾーニング等の平面計画、動線計画、構造計画及び設備計画等の考え方について概要を記載すること。特に、駐車場施設については、歩車動線の安全性確保、照明・換気等の装置及び設備水準、建築材料の安全性、耐震性の考え方等の概要を記載すること。





⑵　各種図面（各Ａ３横）


　※　図面右下段に図面名、図面番号及び縮尺を記載すること。


ア　配置計画図（縮尺１／５００）


緑化計画・駐車場計画等も含めて図示すること。


イ　動線計画図（縮尺１／５００）


人及び車の流れが具体的にわかるように記載すること。


ウ　各階平面図（縮尺１／５００）


１階・基準階・その他必要な階。


エ　断面図　　（縮尺１／５００）


Ⅹ・Ｙ軸２面


　　※　立面図については、民間施設の外観が複合庁舎及び周辺の街並みとの調和に配慮したデザインとなるよう、事業予定者決定後における市との協議事項とすることから添付しないこと。








⑶　日影図


※　冬至（９時から１５時まで）、１時間ごとのものとし、それぞれ次の事項に留意して提示すること。


・　等時間日影図は、平均地盤面から４ｍの高さにおける２．５～４時間までのものとし、隣接する建物への影響がわかること。


・　時刻日影図は、周辺地区に対する影の状況がわかること。





⑷　透視図（内観パース図、Ａ３横）


※　建物内のメインとなる部分の内観パース２面以上とし、テナント名等は表示しないこと。また、１面ごとのサイズは最大でＡ４とし、２面でＡ３横１枚に収めること。


　　なお、外観透視図については立面図と同様の理由により添付しないこと。





⑸　駐車場台数算定書（Ａ３横）


　※　「札幌市建築物における駐車施設の附置等に関する条例施　　　　行規則」様式２を参考に同様の計画内容を網羅したもの。





　⑹　緑化面積算定書


※　「札幌市緑の保全と創出に関する条例施行規則」様式３を参考に同様の内容を網羅したもの。なお、本件土地の緑保全創出地域の種別は、業務系市街地である。


⑺　計画スケジュール表及び工事予定工程表（Ａ３横１枚）


※　札幌市との契約締結以降の設計期間、建築工事期間、各種契約及び届出の手続に要する予定期間、事業開始時期等に係るスケジュールを記載すること。工事着手からしゅん工までの各種工事予定工程表も兼ねるものとする。


　⑻　複合庁舎整備（事業者）との連携体制


　　※　地下接続、外構工事等相互に作用する部分の整備を円滑に進捗させ、かつ完成後において建物同士の調和が図れるような連携体制の構築方法について記載すること。　





【様式９】





２　建築計画②【条件に対する対応】


　⑴　動線（敷地内及び車両）


※　各動線のイメージを記載すること。











　⑵　動線（複合庁舎との接続）


　　※　複合庁舎のメインエントランス部分との接続方法及び庁舎との連続性確保の方法を記載すること。











　⑶　地下エントランス空間との連携


　　※　地下エントランス空間と連続した地下空間を整備する場合その内容を記載すること。


※　展開が想定される地域活動に対する協力及び連携案について記載すること。


※　その他、地域活動に係るものに限らず、具体的連携案があれば記載すること。








　⑷　オープンスペース


　　※　複合庁舎と民間施設をつなぐオープンスペースに向けた顔づくり（ゆとり空間と連携した空間構成）に係る提案について記載すること。











　⑸　景観及びデザイン


※　複合庁舎及び周辺の街並みとの調和に関する配慮についてその考え方を記載すること。








⑹　環境負荷低減、省エネ等への配慮


※　二酸化炭素排出抑制、廃棄物処理、省エネルギー、積雪、除雪、寒冷への対応等を含めて記載すること。








　⑺　ユニバーサルデザイン及びバリアフリーの視点


　　※　建築計画上特に配慮した点について記載すること。








　⑻　周辺交通対策


　　※　歩行者、自転車、車の動線を含む周辺交通に係る安全管理対策について具体的に記載すること。








⑼　放置自転車対策


※　民間施設側駐輪場に係る放置自転車対策について、建築計画の観点から記載すること。








　⑽　耐震性等の建築構造


※　施設の耐震性等の建築構造の考え方について記載すること。





【様式９】








⑷　景観及び環境等


　　※　複合庁舎及び周辺の街並みとの調和に関する配慮についてその考え方を記載すること。


　　※　騒音、排出ガス、光害等複合庁舎及び周辺環境への影響を軽減するための方策を記載すること。


　　※　ユニバーサルデザイン及びバリアフリーの視点に基づき、建築計画上特に配慮した点について記載すること。














　⑸　運営及び維持管理体制


※　具体的な運営及び維持管理体制（駐車場等の自動車等整理業務、官民の駐車場区分、料金徴収業務、安全管理業務の内容等）について記載すること。


また、空間構成、機能配置及び運営管理体制において特に利便性の確保や安全上の配慮等に工夫した点があれば記載すること。


　　※　近隣（住民及びちあふる）への影響を軽減するための運営方法を提案する場合はその内容を記載すること。











２　その他


　※　特記したい事項があれば記載すること。





１　駐車場施設


　⑴　建築内容


※　駐車場施設内の構成及び配置について、動線等の付帯情報を含めて特に配慮した点があれば記載すること。























　⑵　動線（敷地内及び車両）


※　動線のイメージを記載すること。


特に出入口については、設置に係る配慮、周辺道路の車両交通及び歩行者に係る安全確保の考え方を明記すること。























　⑶　動線（複合庁舎との接続）


　　※　複合庁舎との接続、連続性確保の方法について特に記載すること。
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